
特定事業所加算Ⅱチェック表及び誓約書

事業所名 事業所番号

〈注意〉
当チェック表及び誓約書は特定事業所加算届の添付資料として作成するものです。特定事業所加算に係る
基準の遵守状況に関する記録については、国の定めた様式で毎月作成し保存をしてください。

１　主任介護支援専門員の配置状況

※主任介護支援専門員研修修了証の写しを添付してください。

２　介護支援専門員の配置状況
※１で記載した主任介護支援専門員の人数を含めずに記入してください。

常勤かつ専従※の主任介護支援専門員を２名以上配置していますか。
※兼務に支障がない場合、同一敷地内の他事業所の職務を兼務可能

はい　・　いいえ

１修了 ２未修了

　　研修年月日　：　　　　　年　　　　月　　　　日

　　研修機関名　：

※当該事業所の管理者とのみ兼務している介護支援専門員は、Ａ欄に含めてください。

介護支援専門員数 人
内
訳

常勤
専従 人（Ａ）

非常勤
専従 人（Ａ）

兼務  人 兼務  人

（Ａ）は、３名以上ですか。 はい　・　いいえ

※加算算定開始月の勤務形態一覧表を添付してください。

３　会議の開催状況

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とし
た会議を概ね週１回以上開催していますか。

はい　・　いいえ

※会議の議題は次のような議事を含むものであること
（ａ）現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針
（ｂ）過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策
（ｃ）地域における事業者や活用できる社会資源の状況
（ｄ）保健医療及び福祉に関する諸制度
（ｅ）ケアマネジメントに関する技術
（ｆ）利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針
（ｇ）その他必要な事項

主任介護支援専門員研修



人 人 人

４　２４時間連絡体制

２４時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していますか。

はい　　・　　いいえ （具体的な方法を記入してください）

５　研修の実施状況

連絡先電話番号

※輪番制を行っている場合は、勤務形態一覧表にその日ごとの２４時間連絡体制担当者の勤務時間数を○
で囲んでください。

計画に基づき研修を実施していますか。 はい　・　いいえ

研修計画の作成月 年　　月　　日
計画は前年度中に作成しましたか。
（年度途中の加算届出の場合、当該届出を
行うまでに計画を策定していますか。）

はい　・　いいえ

※計画が作成されている場合、研修の実施計画及び実施状況を示した書面を添付してください。

６　地域包括支援センターとの連携について

地域包括支援センターから支援困難な利用者の紹介があった場合においても、当該利
用者に居宅介護支援を提供していますか。

はい　・　いいえ

地域包括支援センターから支援困難な利用者の紹介があった場合に、当該利用者を引
き受けられる体制を整えていますか。

はい　・　いいえ

（具体的な方法を記入してください）

７　事例検討会への参加について

地域包括支援センター等が開催する事例検討会等に参加していますか。
はい　・　いいえ

参加年月日
参加者名

※事例検討会主催団体名を記載してください。

８　運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用の有無

運営基準減算の適用を受けていませんか。 はい　・　いいえ

特定事業所集中減算の適用を受けていませんか。 はい　・　いいえ

９　介護支援専門員１人当たりの利用者の状況
※申請する前月の状況を記載してください。

利用者数
（Ａ）

介護支援専門員数（Ｂ)
（常勤換算）

１人当たり利用者数（Ｃ）＝
（Ａ）÷（Ｂ）

※利用者数は「居宅介護支援の地峡を受ける利用者数」です。

（Ｃ）は４０未満ですか。 はい　・　いいえ



年 月 日

印

法 人 名

法人代表者職・氏名

はい　・　いいえ

１０　神奈川県介護支援専門員実務研修実習受入れ事業所説明会の出席有無

加算取得年度(※)に行われた説明会に参加しましたか。 はい　・　いいえ

「いいえ」の場合、加算取得年度中に行われる説明会に必ず出席しますか。 はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

※９月末日までに当該計画を策定していない場合には、１０月以降は加算を算定できません。取下げの届出
を行ってください。

１２　その他（介護サービスの情報の公表及び加算取得に係る利用者への説明）

介護保険法に基づく情報公表を行うほか、積極的に特定事業所加算取得事業所で
ある旨を表示するなど利用者に対する情報提供をおこなっていますか。また、利用
者に対し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できるよう説明
を行っていますか。

はい　・　いいえ

来年度以降も各年度１回は説明会に出席し、実習受け入れに協力しますか。 はい　・　いいえ

※加算算定開始予定日に該当する年度。例えば、平成３１年３月１５日までに届け出て（町が３月１５日までに
収受）、４月１日から加算算定開始予定の場合は、加算取得年度は平成３１年度になります。年度末は特に注
意してください。

１１　他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同の事例検討会等の実施

事例検討会等の概略や開催時期等を記載した簡略的な計画を４月末日までに定め
ますか。

上記加算要件を満たさないことが明らかになった場合、すみやかに加算の届出を取り下げることを誓います。

共同で実施する他事業所等まで記載した最終的な計画を９月末日までに定めます
か。（※）


